
取組事例① 創業時の補助による創業創出や首都圏からの移住促進
（小樽市）

小樽市では、市内で新たに創業する方に対し、創業などに要する経費の一部を補助することによる新規
創業の創出や、首都圏をターゲットにした移住促進活動、ホームページによる情報発信などを通じ、小樽
市への新しいひとの流れをつくる地域づくりを目指している。

基準値
（H30）

実績
（Ｒ５）

目標値
（Ｒ６）

進捗率
（％）

〇主な取組
・市内で新たに創業する方に対し、その創業などに要する経費の一部を補
助することにより、新規創業の創出や市内業者との取引拡大等を図り、
本市経済振興に資すること、さらに市外在住者の転入を増やし、居住者
の転出を抑制する。

移住促進事業

関連数値目標・ＫＰＩ

移住相談窓口を利用した移住者数（人）

取組事例

新規創業者数 42人 41人 43人 95.3％

転出超過数 825人 274人 575人 100.0％

取組の推進体制
地域における市民・企業・団体の参加・協働により、設定した指標
の推移などから施策の効果や施策を構成する事業の妥当性を点検し、
事業の見直しなどの改善を行う「PDCA サイクル」を確立し、より効
果的・効率的な取組を推進。

〇主な取組
・小樽市への移住を促進するためのワンストップ窓口を設置した。
・首都圏をターゲットにした移住促進活動やホームページによる情報発信
などを実施する事業として、令和５年度は、休暇が取りにくい方も参加
しやすくするために、令和４年度に引き続き移住体験ツアーをオンライ
ン開催し、先輩移住者へのインタビューや、小樽市での仕事環境・子育
て環境について紹介した。

〇主な成果
・令和５年度は16件の補助金利用があった。

〇主な成果
・移住検討者の不安を解消する
ことができた。

・令和５年度は53人が移住相談
窓口を利用し、移住した。

創業支援事業

移住相談窓口を利用した移住者数は毎年増加
傾向にある。

基準値 実績
（Ｒ５）

目標値
（Ｒ６）

進捗率
（％）（H21～H30平均）

創業支援や移住促進
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取組事例② 平取町での新規就農～トマト栽培で農家に～
新規就農者をサポートする体制の構築で雇用の拡大と人口流入へ （平取町）

平取町では、特産品であるトマトの栽培を中心に、新規就農者数の向上を図ることで町外からの人口流
入を促進し、誰でもチャレンジできる地域づくりを目指している。

基準値
（Ｒ元）

実績
（Ｒ５）

目標値
（Ｒ６）

進捗率
（％）

充実した支援システムや専門スタッフがサポート！

〇主な取組
・販路の確保のため、JAに全量出荷。
・栽培マニュアル、育苗施設や土壌診断施設の拡充。
・１年間の農家研修を研修生用農場で実施し、栽培に関する一連の
作業を経験。
・町から就農時に５００万円の補助金を助成。

〇手厚いサポート体制
・平取町農業支援センターを設置し、専門スタッフによるサポートを
受けることができる。
・地域の農業者や先輩の新規就農者で結成される就農支援組織があり、
相談することができる。

関連数値目標・ＫＰＩ

新規就農者数の状況

取組事例 トマト栽培で農家に挑戦

新規就農者数
（人） 20人 32人 44人 72.7％

新規就農者数
（戸） 10戸 16戸 22戸 72.7％

新規就農者数（人・戸）がコンスタントに増加傾向にある

〇主な成果
・平成16年度以降、令和５年度
までに16戸が新規就農して
おり、この間の離農者は３戸に
とどまっている。
・新規就農者の受入を開始した
平成10年以降の累計（33戸）
でみると、トマト生産者全150戸
の２割以上を占めており、安定
した受入ができている。
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取組の推進体制
町、農業支援センター、びらとり農業協同組合、新規就農者
や地域の農業者から構成される就農支援組織が適切な役割
分担の下、官民の連携により取組を効果的に推進。



取組事例③ 高大連携事業による地域における若年層の人材育成
（天塩町）

天塩町では、次世代を担う若年層の地域人材の育成が求められる中、町唯一の天塩高校の生徒が筑
波大学（社会工学）の大学生・大学院生と、地域活性化に向けた高大連携ワークショップなどを行い、連
携協働による人材育成を図っている。

基準値
（Ｈ30）

実績
（Ｒ５）

目標値
（Ｒ６）

進捗率
（％）

ワークショップによる人材育成まちづくり

関連数値目標・ＫＰＩ 取組事例 天塩高校×筑波大学×天塩町

まちづくり
ワークショッ
プの開催

2 回 3 回 2 回 150.0 ％

取組の推進体制

町企画部門、筑波大学、天塩高校生徒、町民の連携参加に
よる「高大連携ワークショップ」を開催し、地域と連携したまち
づくりを効果的に推進。

令和５年度
〇主な取組

RESASによる地域データの比較分析、KJ法フレームワークによる思考整理
を活用し、大学生主導のもと、高校生が地域の課題について考え、地方創生
のアイディアを協創
【高大連携事業（天塩高校×筑波大学）】
5月～７月 高大連携オンライン授業（データ分析、ＫＪ法ﾚｸﾁｬー）４回
9/8 高大連携グループワーク
9/9 高大連携WS発表会×まちづくりシンポジウム
11/4 高大連携シンポジウム（オンライン開催）

地方創生政策アイディアコンテスト20239/9 高大連携ワークショップ発表会 11/4 高大連携シンポジウム（オンライン開催）

〇主な成果
・地域の高校生にとって日常的に接する機会のない大学生と交流ができ、見
識を広げられている。
・地域に関心を持つ機会となるだけでなく、高校生自らが地域のことを考え
るきっかけとなっている。
・ワークショップにて作成した町づくりアイデアプランが、内閣府主催「地
方創生☆政策アイデアコンテスト2023」の地方選抜となり、北海道ブロック
代表として天塩高校の生徒が最終選考会に出場。



取組事例④ 将来にわたり“住み続けたい”と思うまちをつくる
（遠軽町）

遠軽町では、遠軽紋別地域の中心地としての役割を果たすため、医療や公共交通の確保、教育の充実
などを図り、将来にわたり住み続けたいと思うまちづくりを目指し、産婦人科医師の確保や遠軽町、佐呂
間町及び湧別町以外からの遠軽高等学校への入学者数増加などに力を入れて取り組んでいる。

基準値
（H30）

実績
（Ｒ５）

目標値
（Ｒ６）

進捗率
（％）

地域を支える医療・保健・福祉サービスの確保

〇主な取組
・医師募集webサイトによる産婦

人科医師募集
・新聞紙面による産婦人科医師

募集
・遠軽厚生病院存続のための支援

教育環境の整備

関連数値目標・ＫＰＩ

遠軽町、佐呂間町、湧別町以外からの遠軽高校通学者の状況

取組事例 医療と教育の確保

町内の医師数 50人 47人 53人 88.7％

遠軽地域外からの遠
軽高等学校入学者数 20人 38人 30人 126.6％

取組の推進体制
遠軽町、佐呂間町、湧別町の３町で締結した遠軽地区連携地域
の形成に関する協定に基づき、「医療」や「産業振興」などに
関する取組を実施し、地域住民に必要な生活機能の確保及び地
域の活性化を図るとともに、安心して暮らし続けられる地域づ
くりを進める。

支援制度の開始により、下宿利用の遠軽高校生が

増加 ※ 通学圏外からの入学者が増えている

〇主な取組
・遠軽町、佐呂間町、湧別町以外

からの遠軽高校通学者等支援
・進学・就学のためのオンデマン

ド学習支援
・部活動等における貸切バス借り

上げに対する支援

〇主な成果
様々な支援により遠軽厚生病院

の常勤産婦人科医師の確保ととも
に、遠軽厚生病院の産婦人科以外
の診療科も維持している。

〇主な成果
少子化により、地域の生徒数が

減少する中、地域外からの入学者
を確保することで、遠軽高校全日
制の定員２００人を確保している。
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取組事例⑤ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる
（幕別町）

幕別町では、高齢者等の交通弱者が安心して生活・移動できるようコミュニティバス、予約型乗合タク
シーの運行により、住民の生活交通の維持確保を図っている。

基準値
（H30）

実績
（Ｒ５）

目標値
（Ｒ６）

進捗率
（％）

コミュニティバス運行事業

〇主な取組
・交通弱者のためのコミュニティバスの運行
・75歳以上の方、免許証を自主返納された65歳

以上の方は75歳まで「運転経歴証明書」の提
示で運賃無料

・幕別線は１日５便、札内線は１日９便の平日
運行

予約型乗合タクシー運行事業

関連数値目標・ＫＰＩ

コミュニティバス利用者数（人）

取組事例 地域公共交通の維持・確保

コミュニティバス
利用者数

15,573人 29,032人 25,200人 115％

買物や通院等の利用数の増加が図られている。

〇主な取組
・交通弱者のための予約型乗合タクシーの運行
・電話で予約し、運行事業者との時間調整によって予約者の自宅から
乗車可能

・65歳以上の方は各乗降場所の運賃から半額
・駒畠線は１日５便、古舞線は１日５便の平日運行

〇主な成果
・町の課題であった交通弱者の生活交通の維持が
確保され、毎年利用者数も増加し、買物や通院等
に安心して利用されている。

〇主な成果
・市街地から遠くコミュニティバスが循環運行できない農村地区の交通

弱者の生活交通の維持が確保され、負担も少なく買物や通院等に安心
して利用されている。
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取組の推進体制

関係機関等と連携を図り、地域公共交通のあり方について調
査研究するとともに、利用促進を図るために公共交通に関する
情報発信の強化を推進。



取組事例⑥ 「おてつたび」で町内観光・産業の人手不足を解消
（羅臼町）

羅臼町では、令和５年度から町内における観光・産業繁忙期の人手不足対策として、人手不足を“地域との出会い”に
変えるマッチングサイト「おてつたび」を運営する㈱おてつたびと連携し、全国へ産業のおてつだいを求め、参加いただく
ことで、短期的な人手の確保と関係人口の創出を図るとともに、移住・定住人口の増加も期待している。

基準値
（Ｒ元）

実績
（R5）

目標値
（R6）

進捗率
（％）

産業繁忙期における人手不足対策関連数値目標・ＫＰＩ

観光入込客数と生産年齢人口の推移

取組事例

「おてつたび」の活用

観光入込客数 54.6万人 51.6万人 60.1万人 85.8％

取組の推進体制
【羅臼町】

・広報誌を通じ町内各事業所から参加希望を取りまとめ
・㈱おてつたびと町内事業者打ち合わせの日程調整の実施
・㈱おてつたびに係る必要経費を事業者へ補助

【㈱おてつたび】
・募集サイト作成補助
・事業者からの相談対応
・参加したお手伝い（おてつびと）の就業管理

コロナ以降は観光入込客数も回復し、今後もインバウンドを
含め上昇すると予想。生産年齢人口減少により町外の力を
借り産業を維持・向上させ、交流・関係人口創出を図る。

○主な取組
（１）各事業所との意見交換

首長による産業界との懇談において、ほぼ全業種において人手不足
であるとの報告あり。繁忙期に短期の働き手の取り合いになることが
判明（例えば夏の宿泊業と羅臼昆布漁は時期が重なる）。

（２）他課との連携・募集・調整
産業・経済振興、移住定住・関係人口の観点から産業担当課と企画

担当課で連携し、事業者募集や募集サイト作成を行う。
広報誌でおてつたび利用を希望する事業所を担当課で取りまとめ、

㈱おてつたびとの打ち合わせの調整を図る。
（３）各種費用支援

おてつたびの利用に係る諸費用を自治体が補助。

○支援内容
・「おてつたび」の利用にかかるマッ

チング費用、おてつびと保険料等の
補助、移住政策住宅の貸し出し。

・㈱おてつたびとのパイプ役として自
治体担当が入ることによる事業者の
安心感と募集に係る時間の短縮。

○主な成果
・８事業者が参加し総勢26人を募集、募集に対し45名の応募があった。
・おてつびとは、単純なアルバイトではなく、羅臼町のファン候補である旨

を説明し、産業の魅力が羅臼の魅力につながると事業者側も共感。
・事業者からは「非常に助かった。次年度以降も活用したい」、おてつびと

からは「町の魅力を知るだけでなく産業に携われた。また来年も羅臼町で
働きたい」といった意見も多く、高評価を得ている。

・次年度以降の事業継続により、移住定住者の獲得の可能性も期待。
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